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R元年度までの事業取組方針
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第８期介護保険事業計画期間（R3～R5)からの在宅医療・介護連携事業の見直しについて
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在宅医療・介護連携の推進に関する県の取組について

［青森県健康福祉部高齢福祉保険課］

平成３０年度までの取組経過

Ⅰ 医療介護連携調整実証事業（H27～H30）
① 入退院調整ルールの運用
各圏域で策定したルールを運用し、これを検証し、

必要に応じてルール改定を行った。

② 在宅医療・介護連携体制の構築支援の懇談会
二次医療圏域ごとに市町村担当職員、郡市医師会等を
対象に、在宅医療・介護連携に関する課題や市町村の取
組状況について情報共有を図った。（県医師会委託）

③ 介護事業者向けの研修会
高齢者施設職員に対して、看取りに関する研修会を実
施した。（県医師会委託）

Ⅱ 在宅医療・介護連携推進事業（R元～R2）
① 入退院調整ルールの運用 （Ⅰ－①に同じ）
② 調整会議等による市町村支援（保健所、県）
市町村の在宅医療・介護連携推進事業全体を支援す
るため、県保健所が主体となり、市町村職員・医療機
関職員等による調整会議を開催した。
県担当者は、県内全体の状況を把握し、随時保健所
担当者と情報交換するなど共同して事業を実施した。

③ 介護福祉事業者等を対象とした研修会（県、県病）
県病院局と連携し、県内の高齢者施設職員を対象と

した研修会を実施した。

令和３年度の取組方針

在宅医療・介護連携推進事業（取組内容を見直し）
① 介護事業者アンケートの実施
住み慣れた場所での看取りに取り組む事業所は増えつつ
あるものの、今後の一層の事業推進の参考とするために訪
問型事業所を中心に調査を実施する。

② 調整会議等による市町村支援（保健所、県）
左記Ⅱ－②の取組を継続

③ 介護福祉事業者等を対象とした研修会（県、県病）
医療介護関係者が適切な知識等を習得することを目的と
して県病院局と連携し、県内の高齢者施設職員を対象とし
た研修会を実施し、県内全体の施設職員の資質向上を図る。
（令和４年１月～３月に実施予定）

※単独市町村では実施が困難な事業についての広域支援、
郡市医師会や医療機関との連携について、県高齢福祉保険
課、県保健所が市町村を支援していく。

課題等

在宅医療・介護連携推進事業を充実させるためには、郡
市医師会や中核的な医療機関との連携が必要であること、
広域で取り組んだ方が効果的であるものもある
→ 県（保健所）が引き続き支援する。
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在宅医療・介護連携の推進に関する県の取組 【各圏域における入退院連携状況】

入院時情報提供率

※在宅から病院に入院した際に、ケアマネジャーから病
院に情報提供があった割合

圏域 H29 H30 R元 R２

青森 - 87.4% - -

津軽 77.5% 84.0% - 82.3%

八戸 56.8% 89.6% 88.8% 91.1%

西北 77.4% 81.4% 80.0% 78.4%

上十三 92.4% 90.1% 82.1% 97.1%

下北 70.3% 84.3% 88.9% 83.3%

平均 76.0% 86.1% 84.9% 86.4%

退院調整率

※病院から在宅に退院する際に、病院とケアマネジャー
の間で退院調整を行った割合

圏域 H29 H30 R元 R２

青森 - 92.5% - -

津軽 79.1% 82.3% - 88.2%

八戸 74.9% 68.2% 74.9% 75.0%

西北 62.3% 83.3% 74.0% 80.7%

上十三 77.5% 74.0% 90.1% 85.5%

下北 85.9% 89.9% 90.2% 94.0%

平均 76.0% 81.7% 82.3% 84.7%

（あおもり高齢者すこやか自立プラン2018 目標値 80%）



在宅医療・介護連携の推進に関する県の取組 【介護施設での看取りに関する研修会】

１ 概要

日 時 ： 令和２年８月２２日（土） １４：００～１６：３０
場 所 ： 東奥日報新町ビル３階
参集範囲 ： 特別養護老人ホーム・介護老人保健施設職員

市町村職員、地域包括支援センター職員等

参加者数 ：９７名

２ 内容

テーマ：「住み慣れた場所で生ききる」
（１）話題提供「医療・介護連携における青森県と全国
の比較」

（２）特別講演 「『住み慣れた地で最期まで』を支える
地域包括ケアを育てる」

（３）シンポジウム「住み慣れた場所で生ききるために」
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在宅医療において、人生の終末期をどこで過ごすかということが大きな問題となる。人生の最終段階における医療およびケ
アについては、医師等の医療従事者から適切な情報の提供と説明がなされ、それに基づいて患者が医療従事者と話し合い
を行い、患者本人による決定を基本として進めることが最も重要な原則であり、県民１人１人が自身の終末期について考えて
いく必要がある。

そのため、まずは終末期の決定プロセスに大きくかかわることが増える高齢者施設職員に対して研修会を実施することに
より、利用者の希望を尊重した在宅医療の実現を目指すものである。

参加者アンケートから
（単位：％）

とても

良かった
54%

良かった
45%

未回答
1%

(1)研修会のテーマ

よく理解できた
51%

まあ理解できた
44%

あまり理解でき

なかった
2%

未回答
3%

（２）講演の内容

とても役

立つ
51%

まあまあ役

立つ
43%

あまり役

立たない
2%

未回答
4%

（３）今後の役に立つか


